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1. 18年 3月期の業績（平成17年 4月 1日～平成18年 3月31日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 3月期      197,635     3.7       4,956   △19.9       5,257   △18.4

17年 3月期      190,638     5.6       6,188   △54.2       6,438   △53.2

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
18年 3月期         △978 －         △28.81 －     △2.0      6.1     2.7

17年 3月期        3,407   △55.9         94.93－      6.9     8.2     3.4

(注 )1.期中平均株式数 18年 3月期     35,234,670株 17年 3月期     35,514,999株
2.会計処理の方法の変更 有
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
18年 3月期          22.00          0.00         22.00         774－      1.6

17年 3月期          22.00          0.00         22.00         776    23.2     1.5

(注 )18年 3月期期末配当金の内訳 記念配当 円 銭 特別配当 円 銭－ － － －

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

18年 3月期       92,666      48,350     52.2       1,371.63

17年 3月期       80,204      50,385     62.8       1,427.35

(注 )1.期末発行済株式数 18年 3月期     35,224,427株 17年 3月期     35,275,043株
2.期末自己株式数 18年 3月期      1,284,549株      1,233,933株17年 3月期

2. 19年 3月期の業績予想 （平成18年 4月 1日～平成19年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期      102,700       2,000         900          0.00－ －

通 期      208,000       5,600       2,900－          22.00         22.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          82円 33銭

※ 上 記 金 額 は 百 万 円 未 満 を 切 捨 て て お り ま す 。 な お 、 上 記 の 予 想 は 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お い て 入 手
　 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の 業 績 は 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る
　 場 合 が あ り ま す 。 ま た 、 上 記 予 想 に 関 す る 事 項 は 、 添 付 資 料 の10ペ ー ジ を ご 参 照 く だ さ い 。



６．個別財務諸表等
(1）貸借対照表

  
第33期

（平成17年３月31日現在）
第34期

（平成18年３月31日現在）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資産の部）         

Ⅰ　流動資産         

１．現金及び預金   1,657,621   10,691,827  9,034,206

２．受取手形   9,679   5,140  △4,538

３．売掛金   22,955,537   24,151,666  1,196,129

４．商品   3,738,790   1,319,066  △2,419,724

５．教材   247,110   188,120  △58,990

６．未成業務支出金   1,915   1,534  △381

７．未成工事支出金   2,059   1,135  △923

８．貯蔵品   192,120   207,465  15,344

９．前払費用   1,048,326   1,288,565  240,238

10．繰延税金資産   1,783,725   2,850,245  1,066,520

11．関係会社短期貸付
金

  57,000   72,000  15,000

12. 未収入金   1,455,977   1,263,639  △192,337

13．その他   549,849   139,280  △410,569

14．貸倒引当金   △52,706   △113,289  △60,582

流動資産合計   33,647,007 42.0  42,066,398 45.4 8,419,391

Ⅱ　固定資産         

(1）有形固定資産         

１．建物 ※２ 21,766,912   28,427,292    

減価償却累計額  4,266,048 17,500,864  5,348,443 23,078,848  5,577,984

２．構築物 ※２ 1,382,282   1,906,197    

減価償却累計額  355,522 1,026,760  477,091 1,429,105  402,345

３．機械及び装置  110,871   117,901    

減価償却累計額  74,963 35,907  81,733 36,168  260

４．車輌運搬具  18,152   11,908    

減価償却累計額  16,787 1,365  11,093 815  △549

５．器具備品 ※２ 1,435,930   1,532,999    

減価償却累計額  970,881 465,048  1,045,397 487,601  22,552

－ 43 －



  
第33期

（平成17年３月31日現在）
第34期

（平成18年３月31日現在）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

６．土地   7,801,862   7,662,995  △138,866

７．建設仮勘定   1,235,972   2,040,667  804,695

有形固定資産合計   28,067,780 35.0  34,736,202 37.5 6,668,422

(2）無形固定資産         

１．ソフトウェア   594,476   879,631  285,154

２．電話加入権   78,034   78,034  －

３．施設利用権   70,843   109,359  38,515

４．商標権   871   324  △547

無形固定資産合計   744,225 0.9  1,067,348 1.1 323,122

(3）投資その他の資産         

１．投資有価証券   1,390,998   893,442  △497,556

２．関係会社株式   4,760,888   3,173,916  △1,586,972

３．関係会社社債   125,000   －  △125,000

４．出資金   2,024   2,000  △24

５．関係会社出資金   20,000   20,000  －

６．長期貸付金   79,102   152,910  73,808

７．従業員長期貸付
金

  320   470  150

８．関係会社長期貸
付金

  4,450,360   453,000  △3,997,360

９．破産債権等 ※４  65,706   3,192,465  3,126,758

10．長期前払費用   93,476   141,809  48,333

11．繰延税金資産   963,107   3,269,507  2,306,399

12．賃貸資産  777,602   777,602    

減価償却累計額  217,319 560,283  249,789 527,813  △32,469

13．差入保証金   4,754,296   4,849,483  95,187

14．保険積立金   510,895   609,612  98,717

15．会員権   39,010   39,000  △10

16．貸倒引当金 ※４  △69,783   △2,528,685  △2,458,901

投資その他の資産
合計

  17,745,686 22.1  14,796,746 16.0 △2,948,940

固定資産合計   46,557,692 58.0  50,600,297 54.6 4,042,605

資産合計   80,204,699 100.0  92,666,696 100.0 12,461,996

         

－ 44 －



  
第33期

（平成17年３月31日現在）
第34期

（平成18年３月31日現在）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（負債の部）         

Ⅰ　流動負債         

１．買掛金   948,593   1,230,455  281,862

２．短期借入金   4,002,000   12,358,000  8,356,000

３．未払金 ※４  5,454,374   2,854,510  △2,599,863

４．未払費用   11,496,209   15,213,763  3,717,553

５．未払法人税等   544,683   1,981,924  1,437,240

６．未払消費税等   －   1,721,800  1,721,800

７．前受金   1,299,597   1,141,903  △157,693

８．預り金   323,128   586,632  263,504

９．賞与引当金   3,219,130   3,431,969  212,839

10．関係会社整理損失
引当金

  －   903,000  903,000

流動負債合計   27,287,717 34.0  41,423,959 44.7 14,136,242

Ⅱ　固定負債         

１．退職給付引当金   2,354,084   2,707,603  353,518

２．役員退職慰労引当
金

  123,181   124,529  1,347

３．預り保証金   53,777   59,827  6,050

固定負債合計   2,531,044 3.2  2,891,960 3.1 360,915

負債合計   29,818,761 37.2  44,315,919 47.8 14,497,158

－ 45 －



  
第33期

（平成17年３月31日現在）
第34期

（平成18年３月31日現在）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資本の部）         

Ⅰ　資本金 ※１  11,933,790 14.9  11,933,790 12.9 －

Ⅱ　資本剰余金         

(1）資本準備金  15,262,748   15,262,748    

資本剰余金合計   15,262,748 19.0  15,262,748 16.5 －

Ⅲ　利益剰余金         

(1）利益準備金  364,928   364,928    

(2）任意積立金         

１．別途積立金  23,802,345   25,802,345    

(3）当期未処分利益  4,631,887   839,562    

利益剰余金合計   28,799,160 35.9  27,006,835 29.1 △1,792,325

Ⅳ　その他有価証券評価
差額金

  181,872 0.2  77,628 0.1 △104,243

Ⅴ　自己株式 ※５  △5,791,633 △7.2  △5,930,226 △6.4 △138,592

資本合計   50,385,937 62.8  48,350,776 52.2 △2,035,161

負債・資本合計   80,204,699 100.0  92,666,696 100.0 12,461,996

         

－ 46 －



(2）損益計算書

  
第33期

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

第34期
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　売上高         

１．医療関連売上高  104,314,663   107,694,743    

２．ヘルスケア売上
高

 70,875,348   76,341,560    

３．教育売上高  15,448,775 190,638,787 100.0 13,599,349 197,635,653 100.0 6,996,865

Ⅱ　売上原価         

１．医療関連売上原
価

 87,971,499   88,754,633    

２．ヘルスケア売上
原価

 58,080,693   63,182,649    

３．教育売上原価  7,115,503 153,167,696 80.3 6,598,321 158,535,604 80.2 5,367,908

売上総利益   37,471,091 19.7  39,100,049 19.8 1,628,957

Ⅲ　販売費及び一般管
理費

        

１．広告宣伝費  4,586,465   5,326,303    

２．役員報酬  84,073   102,660    

３．給料手当  11,831,967   12,573,014    

４．賞与引当金繰入
額

 730,957   796,586    

５．役員退職慰労金  874   320    

６．役員退職慰労引
当金繰入額

 7,523   7,034    

７．退職給付費用  380,124   409,764    

８．法定福利費  1,649,607   1,838,188    

９．福利厚生費  318,635   406,407    

10．旅費交通費  1,288,013   1,388,215    

11．租税公課  1,487,082   1,686,058    

12．賃借料  2,703,723   3,050,523    

13．印刷費  254,793   219,145    

14．業務委託費  427,341   350,748    

15．支払手数料  1,548,167   1,760,392    

16．貸倒引当金繰入
額

 85,600   90,146    

17．減価償却費  329,100   627,667    

18．貸倒損失  8,379   －    

19．その他  3,560,059 31,282,491 16.4 3,510,040 34,143,218 17.3 2,860,727

営業利益   6,188,600 3.3  4,956,830 2.5 △1,231,769

－ 47 －



  
第33期

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

第34期
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅳ　営業外収益         

１．受取利息 ※１ 41,666   38,779    

２．有価証券利息  3,442   620    

３．受取配当金 ※１ 114,938   120,358    

４．事務受託料  77,809   91,952    

５．固定資産賃貸収
入

※３ 38,287   37,805    

６．雑収入  76,463 352,608 0.2 81,318 370,835 0.2 18,226

Ⅴ　営業外費用         

１．支払利息  34,125   49,555    

２．損害賠償金  42,546   11,059    

３．差入保証金解約
損

 20,784   854    

４．雑損失  5,057 102,514 0.1 9,017 70,487 0.0 △32,026

経常利益   6,438,694 3.4  5,257,178 2.7 △1,181,516

Ⅵ　特別利益         

１．固定資産売却益 ※２ －   4    

２．投資有価証券売
却益

 3,981   552,837    

３．関係会社株式売
却益

 － 3,981 0.0 416,001 968,842 0.5 964,861

         

－ 48 －



  
第33期

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

第34期
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅶ　特別損失         

１．固定資産除却損 ※２ 66,301   68,977    

２．固定資産売却損 ※２ 93,676   35,653    

３．会員権評価損  4,849   10    

４．事業所閉鎖損  112,048   7,552    

５．商品評価損  －   2,422,614    

６．関係会社株式評
価損

 －   1,433,466    

７．減損損失 ※４ －   131,098    

８．関係会社貸倒引
当金繰入額

 －   2,455,000    

９．関係会社整理損
失引当金繰入額

 － 276,876 0.2 903,000 7,457,372 3.8 7,180,495

税引前当期純利
益又は税引前当
期純損失(△)

  6,165,799 3.2  △1,231,351 △0.6 △7,397,150

法人税、住民税
及び事業税

 2,924,000   3,049,000    

法人税等調整額  △165,637 2,758,362 1.4 △3,301,402 △252,402 △0.1 △3,010,765

当期純利益又は
当期純損失
（△）

  3,407,436 1.8  △978,948 △0.5 △4,386,385

前期繰越利益   1,226,022   1,819,836  593,813

自己株式処分差
損

  1,571   1,325  △246

当期未処分利益   4,631,887   839,562  △3,792,325

         

－ 49 －



(3）利益処分案

  
第33期

株主総会承認日
（平成17年６月24日）

第34期
株主総会承認日

（平成18年６月28日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減

（千円）

Ⅰ　当期未処分利益   4,631,887  839,562 △3,792,325

Ⅱ　別途積立金取崩額  － － 1,000,000 1,000,000 1,000,000

合計   4,631,887  1,839,562 △2,792,325

Ⅲ　利益処分額       

１．配当金  776,050  774,937   

２．役員賞与金  36,000  36,000   

（うち監査役賞与金）  (3,500)  (3,500)   

３．別途積立金  2,000,000 2,812,050 － 810,937 △2,001,113

Ⅳ　次期繰越利益   1,819,836  1,028,624 △791,211

       

－ 50 －



重要な会計方針

項目
第33期

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

第34期
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

 (2）その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）

(2）その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）商品

移動平均法による原価法

(1）商品

同左

 (2）教材

移動平均法による原価法

(2）教材

同左

 (3）未成業務支出金

個別法による原価法

(3）未成業務支出金

同左

 (4）未成工事支出金

個別法による原価法

(4）未成工事支出金

同左

 (5）貯蔵品

最終仕入原価法

(5）貯蔵品

同左

３．固定資産の減価償却の方法 有形固定資産………定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（附属設備除く）及び通所介護施

設等に係る建物附属設備、構築物及び器

具備品については定額法を採用しており

ます。

なお、主な耐用年数は次のとおりであり

ます。

建物　　　　　15～50年

構築物　　　　10～20年

器具備品　　　３～６年

　　　　　　　同左

 

 

 

 

 無形固定資産………定額法

なおソフトウェア（自社利用）について

は、社内における見込利用可能期間（５

年）に基づく定額法

同左

 長期前払費用………定額法 同左
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項目
第33期

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

第34期
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については、貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し回収不

能見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、実

際支給見込額基準により計上しており

ます。

(2）賞与引当金

同左

 (3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。

数理計算上の差異の処理年数は、正社

員、準社員及び業務社員役職者分は５

年、役職者を除く業務社員分は４年で

あり、それぞれ発生の翌事業年度から

定額法により按分した額を費用処理す

ることにしております。

(3）退職給付引当金

同左

 (4）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金支給に充てるため、

内規に基づく期末要支給額を計上して

おります。

(4）役員退職慰労引当金

同左

  ――――――

 

(5）関係会社整理損失引当金

関係会社の整理に伴い発生すると見込

まれる損失に備えるため、必要な金額

を計上しております。

５．収益及び費用の計上基準 (1）医療関連売上

診療報酬請求業務等の請負業務につい

ては、業務完了分を売上計上しており

ます。その他の医事業務については、

当期に提供した役務に対応する売上高

を計上しております。

(1）医療関連売上

同左

 (2）教育売上

受講料については、受講期間の経過に

応じて売上高を計上しております。

(2）教育売上

同左

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。

同左

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

(1）消費税等の処理方法

税抜方式によっております。ただし、

控除対象外消費税等は販売費及び一般

管理費として処理しております。

(1）消費税等の処理方法

同左
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　会計処理方法の変更

第33期
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

第34期
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

 ──────

 

 （固定資産の減損に係る会計基準）

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会

　平成15年10月31日　企業会計基準適用指針第６号）を

適用しております。

　これにより税引前当期純損失が131,098千円増加してお

ります。

　なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除しており

ます。

表示方法の変更

第33期
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

第34期
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

前期に流動資産の「その他」に含めて表示しておりまし

た「未収入金」は、当期において、資産の総額の100分の1

を超えたため、区分掲記しております。

　なお、前期末の「未収入金」は705,588千円であります。

――――――

　追加情報

第33期
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

第34期
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算上の表示についての実務上の取扱い」（企

業会計基準委員会　平成16年２月13日）が公表されたこと

に伴い、当期から同実務対応報告に基づき、法人事業税の

付加価値割及び資本割525,000千円を販売費及び一般管理

費として処理しております。

　この結果、販売費及び一般管理費は525,000千円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は同額は同額減

少しております。

――――――
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注記事項

（貸借対照表関係）

第33期
（平成17年３月31日現在）

第34期
（平成18年３月31日現在）

※１．会社が発行する株式の総数  

 普通株式 110,000千株

発行済株式総数 普通株式 36,508千株

※１．会社が発行する株式の総数  

 普通株式  110,000千株

発行済株式総数 普通株式   36,508千株

※２．有形固定資産に係る国庫補助金等の受入れによる圧

縮記帳累計額は、建物145,680千円、構築物2,557千

円、器具備品15,238千円、計163,476千円でありま

す。

※２．当事業年度において、国庫補助金等の受入れにより、

建物13,332千円、器具備品3,617千円の圧縮記帳を

行いました。

なお、有形固定資産に係る国庫補助金等の受入れに

よる圧縮記帳累計額は、建物159,012千円、構築物

2,557千円、器具備品18,856千円、計180,426千円で

あります。 　　　　　　　　

　３．当座貸越契約及びコミットメント

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行７行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契

約を締結しております。これら契約に基づく当事業

度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

　３．当座貸越契約及びコミットメント

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行６行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契

約を締結しております。これら契約に基づく当事業

度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額
43,875,000千円

借入実行残高 4,002,000

差引額 39,873,000

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額
   36,668,000千円

借入実行残高 12,346,000

差引額 24,322,000

※４．関係会社に係る注記

 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

　

未払金 3,740,500千円

 　　　なお、前期末の未払金は354,956千円であります。

※４. 関係会社に係る注記

関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

 

 破産債権等 3,131,277千円 

 貸倒引当金 2,468,073千円 

※５．自己株式

当社が保有する自己株式の数は、普通株式

1,233,933株であります。

※５．自己株式

当社が保有する自己株式の数は、普通株式1,284,549

株であります。

　６．配当制限

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は181,872千

円であります。

　６．配当制限

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は77,628千円

であります。
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（損益計算書関係）

第33期
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

第34期
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１．関係会社に係る注記

関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

※１．関係会社に係る注記

関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

受取利息 40,386千円

受取配当金 87,600

受取利息       36,406千円

受取配当金 93,500

※２．固定資産売却損及び固定資産除却損の内訳は次のと

おりであります。

 固定資産売却損

※２．固定資産売却益及び固定資産売却損、固定資産除却

損の内訳は次のとおりであります。

固定資産売却益

建物 67,729千円

構築物 2,113

機械及び装置 3,934

器具備品 19,898

合計 93,676

 固定資産除却損

建物 44,859千円

構築物 2,933

車輌運搬具 328

器具備品 16,678

ソフトウェア 1,500

合計 66,301

建物       3千円

器具備品 1

合計 4

 固定資産売却損

土地 35,653千円

 固定資産除却損

建物 58,025千円

構築物 3,318

機械装置 142

車輌運搬具 312

器具備品 7,177

合計 68,977

※３．固定資産賃貸収入は、賃貸に係る費用を相殺して表

示しております。賃貸費用の内訳は次のとおりであ

ります。

※３．固定資産賃貸収入は、賃貸に係る費用を相殺して表

示しております。賃貸費用の内訳は次のとおりであ

ります。

減価償却費 16,775千円

租税公課 8,931

合計 25,706

減価償却費       32,469千円

租税公課 6,768

合計 39,238

※．減損損失

──────

※４．減損損失

当事業年度において、以下の資産について減損損失

を計上いたしました。
場所 用途 種類 金額(千円）

北関東滅菌センター

(埼玉県鴻巣市)

 

 

滅菌設備
建物

構築物

 器具備品

 土地

長期前払費用

 その他

78,766

1,203

5,035

 44,813

 100

 1,179

　当社は、単独でキャッシュ・フローを生み出す最

小の事業単位である事業所ごとにグループ化し、減

損会計を適用しております。

　その他に、本社、研修施設等については独立して

キャッシュ・フローを生み出さないことから共有資

産としております。

　このうち、上記売却予定である資産については減

損処理を行い、帳簿価額を回収可能価額まで減額し

ております。なお、回収可能価額は、正味売却価額

により測定し、不動産鑑定士による鑑定評価額より

処分見込費用を控除した金額を使用しております。
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①　リース取引

第33期
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

第34期
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累計
額相当額（千

円）

期末残高相
当額
（千円）

機械及び装置 24,474 1,998 22,475

車輌運搬具 2,363,175 1,689,522 673,652

器具備品 11,956,587 5,982,467 5,974,120

ソフトウェア 2,562,976 1,268,629 1,294,347

合計 16,907,213 8,942,617 7,964,596

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累計
額相当額（千

円）

期末残高相
当額
（千円）

建物 16,172 3,520 12,652

機械及び装置 199,637 26,021 173,615

車輌運搬具 1,774,678 1,187,024 587,654

器具備品 11,903,336 6,056,986 5,846,349

ソフトウェア 2,455,620 1,603,117 852,503

合計 16,349,445 8,876,670 7,472,775

（2）未経過リース料期末残高相当額 （2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 3,458,348千円

１年超 4,802,407

合計 8,260,756

１年内    3,000,272千円

１年超 4,717,034

合計 7,717,306

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 （3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 4,635,164千円

減価償却費相当額 4,169,210

支払利息相当額 366,675

支払リース料    4,248,893千円

減価償却費相当額 3,826,141

支払利息相当額 343,602

（4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

（4）減価償却費相当額の算定方法

同左

（5）支払利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差を

利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

（5）支払利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 25,804千円

１年超 79,896

合計 105,700

１年内       25,804千円

１年超 54,091

合計 79,896

②　有価証券

　前事業年度（自　平成16年４月１日　至　平成17年３月31日）及び当事業年度（自　平成17年４月１日　至　平

成18年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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③　税効果会計

第33期
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

第34期
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産  

未払事業税等 217,301千円

賞与引当金 1,309,863

未払費用 165,082

一括償却資産 36,127

貸倒引当金 35,924

退職給付引当金 930,028

役員退職慰労引当金 50,122

ゴルフ会員権評価損 27,293

その他 99,863

繰延税金資産計 2,871,607

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 124,774

繰延税金負債計 124,774

差引　繰延税金資産の純額 2,746,833

繰延税金資産  

未払事業税等   249,007千円

賞与引当金 1,396,468

未払費用 175,022

一括償却資産 45,613

貸倒引当金 1,056,515

退職給付引当金 1,101,723

役員退職慰労引当金 50,671

ゴルフ会員権評価損 27,704

関係会社株式評価損 572,090

商品評価損 985,028

関係会社整理損失引当金 367,430

減損損失 52,863

その他 110,241

繰延税金資産小計 6,190,381

評価性引当額 △17,371

繰延税金資産合計 6,173,010

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 53,257

繰延税金負債計 53,257

差引　繰延税金資産の純額 6,119,752

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異原因

法定実効税率 40.69％

（調整）  

交際費等の損金不算入 0.45

受取配当金等の益金不算入 △0.59

住民税均等割 4.29

その他 △0.10

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.74

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異原因

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異については、税引前当期純損失が計上されて

るため記載しておりません。
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（１株当たり情報）

第33期
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

第34期
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり純資産額 1,427円35銭

１株当たり当期純利益 94円93銭

 　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

１株当たり純資産額      1,371円63銭

１株当たり当期純損失   28円81銭

 　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失であるため記載しておりま

せん。

　（注）　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

 
第33期

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

第34期
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益又は当期純損失（△）（千円） 3,407,436 △978,948

普通株主に帰属しない金額（千円） 36,000 36,000

（うち利益処分による役員賞与金） (36,000) (36,000)

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）（千円）
3,371,436 △1,014,948

期中平均株式数（千株） 35,514 35,234

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） － －

（うち新株引受権） － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

（1）新株引受権（平成12年６月29

日定時株主総会決議新株引受

権の数157,300株）

 （2）新株引受権（平成13年６月28日

定時株主総会決議新株引受権の

数207,408株）。

（1）新株引受権（平成13年６月28

日定時株主総会決議新株引受

権の数207,408株）。

（2）新株予約権（平成15年６月27

日定時株主総会決議新株予約

権の数2,250個）。

 （3）新株予約権（平成15年６月27

日定時株主総会決議新株予約

権の数2,250個）。
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（重要な後発事象）

子会社の清算について

　当社は、平成18年４月28日開催の取締役会において、下記の子会社を清算することを決議いたしました。

１．清算に至った経緯

　当社は、厳しい経営環境において企業価値を拡大するために、コア事業強化と新事業・サービスへの取り組

　　みを中心とした成長戦略、グループ会社再編等の組織改革を推進しております。

　平成18年４月に、医療・介護とも大きな制度改革が実施される新しい事業年度を迎えるにあたり、子会社各

社の収益性及び将来性を再検討しておりました。平成18年３月期決算状況も併せて総合的に検討し、更なるグ

ループ会社再編の必要性について協議を行いました。その結果、業績悪化が続いている子会社２社（株式会社

パワーバンク、株式会社日本デンタルサービス）については、事業の再構築を図ってまいりましたが、事業を

継続し再建するには、長期間を要すると判断し、清算することを決定いたしました。

２．清算子会社の概要

　（１）商号　　　　　　株式会社　パワーバンク　　　　　株式会社　日本デンタルサービス

　（２）本社所在地　　　東京都千代田区丸の内　　　　　　東京都千代田区神田駿河台

　（３）代表者　　　　　森　信介　　　　　　　　　　　　増田　尚紀

　（４）事業内容　　　　人材派遣業　　　　　　　　　　　医療機関経営コンサルティング業務

　（５）設立年月　　　　平成９年12月　　　　　　　　　　平成12年４月

　（６）資本金　　　　　８億円（当社１００％出資）　　　１億円（当社７０％出資）　

　（７）清算の日程　　　平成18年５月　営業停止　　　　　平成18年９月末　営業停止

　　　　　　　　　　　　平成18年９月　解散決議　　　　　平成18年10月　　解散決議

　　　　　　　　　　　　平成18年12月　清算終了　　　　　平成18年12月　　清算終了

３．当期における会計的手当等について

　子会社清算の方針決定に伴い当事業年度について特別損失は、4,742百万円（株式会社パワーバンクは関係会

社株式評価損1,314百万円及び関係会社整理損失引当金繰入903百万円、株式会社日本デンタルサービスは関係

会社貸倒引当金繰入2,455百万円及び関係会社株式評価損69百万円）を計上しております。

 

 

７．役員の異動（平成18年６月28日予定）

１．代表者の異動

　該当事項はありません。

２．その他の役員の異動

(1）新任取締役候補

　該当事項はありません。

(2）退任予定取締役

　該当事項はありません。
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